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本日の講演のあらすじ本日の講演のあらすじ

• 2月6⽇, トルコ・シリアで発生した巨大地震
2023年の幕開け

•南海トラフ巨大地震とは
•スーパーサイクル地震について
•首都圏の地下に“火薬庫”が

ー＞南関東ガス田とは何か
•最新の地震予知研究 “地下天気図プロジェクト”
•⻑尾年恭著 『巨大地震列島』

2/6の地震

北アナトリア断層

南アナトリア断層

2023.2.6 トルコ・シリア地震 （M7.8）



トルコの地震活動
（実はかなり地震国）

2000.1.1-2023.1.31, M4>,  D<120km, 5044個の地震が発生

2/6の地震

2000.1.1-2023.1.31, M4>,  D<120km, 19476個の地震が発生

同期間・同範囲の日本の地震活動



世界の地震の分布

世界のプレートの分布

プレートテクトニクスは数学で言う、公理に近いもの



２月２３⽇にはタジキスタンでマグニチュード6.8の地震発⽣︕

トルコの地震とタジキスタンの地震に
人口密度を重ねた図



Ｍ８アルゴリズムとは
ー地震活動度解析による各種予測ー

Institute of Earthquake Prediction Theory and 
Mathematical Geophysics, RAS

Vladimir I. Keilis-Borok
(31.07.1921 - 19.10.2013)

M8アルゴリズムM8アルゴリズム
ロシア科学アカデミーおよびUCLAで開発

地震活動度評価アルゴリズムの一つ

マグニチュード８クラスの５年間予測

M8では警報（Times of Increased Probability of strong 
EQs: Tips）は次のような基準が、ある閾
値を超えた場合に発令

一度発表したら変更なし <- 事後評価が容易

第三者機関での評価結果は約60 ％の予知率

１）絶対的な地震活動度
２）上記地震活動度のゆらぎ
３）ある程度規模の⼤きな地震の空間的集中度
４）過去１年間の主要な地震の余震活動の激しさ



西太平洋での過去の予測

東日本大震災前の予測

東日本大震災前は？



トルコ地震発⽣１年半前 異常発現

M8アルゴリズム

南海トラフ巨⼤地震とは︖︕南海トラフ巨⼤地震とは︖︕

•想定済の危機

•将来１００％確実に発生

•日本の経済的“沈没”

•東日本大震災の１０倍の経済的被害

•次の地震は超巨大？！

ー＞ スーパーサイクル地震

•財政破綻、デノミネーションも現実的に



過去の南海トラフ巨大地震

684年11月29日 東海道沖

1096年12月17日 東海道沖Ｍ８－８.５ 駿河で津波

1498年 9月20日 東海道沖Ｍ８.２－８.４ 浜名湖今切決壊、
駿河、伊豆に大津波、志太郡で２６０００人死亡。
南海トラフ沿いの大地震とみられる

1605年 2月 3日 東海道沖Ｍ８ 死者多数
1707年10月28日 （宝永大地震）東海道―南海道Ｍ９クラス

御前崎で隆起、東海道筋の倒壊被害大
1854年12月23日（安政東海地震）東海道沖Ｍ８.４

沿岸に大津波被害、下田で８４０戸が流失、駿府では
約６００戸焼失。袋井では９０％倒壊、死者多数

887年 8月22日 仁和の南海・東海地震（Ｍ８.５〜）東海・
南海同時発生、五畿七道が被災、大阪湾に
巨大津波、八ヶ岳崩壊など）

1361年 8月17日 正平（康安）３連動地震？ Ｍ8.5以上

１０カ所のうち

８か所ではすでに

地震が起こっている

1944年12月7 日 （東南海地震）東海道沖Ｍ７．９ 静岡、愛知、三重
などで死者１２２３人、家屋全壊１万７５９９戸。津波が各地に襲来
波高は熊野灘沿岸で６―８ｍ、遠州灘沿岸で１―２ｍ、下田では

最大２．１ｍ。菊川、清水市で震度６。となった．ー＞この地震は記録が非常に少ない

1946年12月21日 （南海地震）南海道沖Ｍ８．０ 死者１３３０人、家
屋全壊１万１５９１戸、焼失２５９８戸。津波が静岡から九州に至る
海岸に来襲

２０？？年１２月？？日
（令和南海トラフ地震）．．．．

東海
南関東

大地震が予想された地域
（１９７８年中央防災会議）



西南日本で超巨大地震は発生するか？西南日本で超巨大地震は発生するか？

• 西南日本では、古文書の記録により紀元６８４年
以降の東海地震の記録が存在する

－＞ この事が逆に研究を阻害していた可能性がある

• 少なくともこの期間では１７０７年の宝永の東海地
震が史上最大

• しかし、地形学的には過去７,０００年間で４回の超
巨大地震が発生していた可能性が指摘されている

• 次の東海地震は超巨大である可能性が指摘され
ている

ー＞ スーパーサイクル地震



想定される超巨大地震の震源域
ー過去7000年間に４度発生していた可能性大ー
想定される超巨大地震の震源域

ー過去7000年間に４度発生していた可能性大ー



南海トラフの巨大地震南海トラフの巨大地震

• 確実に発生

• 甚大な被害、対応力不足 32万人、220兆円、240万棟

• インフラ・ライフライン途絶 電力・燃料・エネルギー不足

• 膨大な帰宅困難者・避難者 食料品・飲料水・生活物資不足

• 国民の半分が被災 対応力の圧倒的不足

• IT化された近代都市が初めて被災

• 人口減、多大な債務、復旧・復興の長期化、孤立集落

• 複合災害＝揺れ＋津波＋火災 誘発地震、噴火、風水害

国の衰退（政府の財政破綻）

国難を回避するため、産官学の総力結集が必要

これまでの”大震災”これまでの”大震災”

• 関東大震災（１９２３年） 火災による被害

• 阪神淡路大震災（１９９５年） 建物倒壊による被害

• 東日本大震災（２０１１年） 津波による被害

次の南海トラフ巨大地震（西日本大震災？）

津波＋建物倒壊＋火災
すべてやってくる！



耐震補強の効果耐震補強の効果

家が壊れない

命が
助かる

被災後の
くらしに
困らない

火事が
起きない

コロナ渦のような感染症蔓延期には
自宅で避難⽣活ができる事が望ましい

高断熱住宅は死者を減らす高断熱住宅は死者を減らす

慶応大学・伊香賀教授資料



阪神大震災の年齢別死亡者数阪神大震災の年齢別死亡者数

『国民衛生の動向』；厚生統計協会 １９９６年

住宅が強い事が地震防災の基本住宅が強い事が地震防災の基本

• 例えば北海道の家は断熱性に優れる

ー＞ 壁が多い

ー＞ 窓が小さい

• 震災による避難は長期化する可能性大

ー＞ 特に今のようなパンデミック時には自宅で

暮らせる事が重要

• 高耐震＋高断熱住宅は長生きの秘訣

ー＞ 暖房費の節約

ー＞ さらに電気自動車は巨大な蓄電池



地震予知を取り巻く状況
なぜ地震予知研究は評判が悪いのか？

地震予知を取り巻く状況
なぜ地震予知研究は評判が悪いのか？

• 地震学会の公式見解

現時点で時間を指定した短期地予知は困難

確率論的な予測のみ可能とされている

政府は３０年予測（長期予測のみ実施）

• 発表者も参加した内閣府委員会の結論

「確度の高い予測は困難」

ー＞これをメディア的に表現すると「地震

予知は不可能」となる

• 東海地震の警戒宣言発表という枠組みを廃止

2017年11月1日からは「南海トラフ地震に関

連する情報」を発表するしくみに変更

なぜ「南海トラフ地震に関連する情
報」が出せるのか？

なぜ「南海トラフ地震に関連する情
報」が出せるのか？

• 予知は困難と言われているのに、南海トラフ巨大地震
が切迫している可能性が高い時には“臨時情報”を出
すしくみとなっている

• 観測網（観測技術）の発展により、地下で何が起きて
いるかに関する知見が飛躍的に向上

• Hi-net（高感度微小地震観測網）およびGEONET
（ GNSS：Global Navigation Satellite System / 全球測位
衛星システム）の整備

• その結果、プレート境界での深部低周波微動、スロー
スリップ、超低周波地震等の新しい現象が発見された

• 特に“半割れ”となった後の対応は極めて困難



観測網の飛躍的な発展観測網の飛躍的な発展
• 日本は世界最高水準の微小地震観測網が1995年の阪神大震

災を契機に展開された
• 日本全国に約1,000点を超える地震計が配備された

• 全く新しい現象（深部低周波地震など）も発見された
• 統計物理学（破壊の物理学）の理論的進展

ー＞前震やフラクタル次元解析についての理解が進んだ！

• AIによる識別も進みつつある

関東大震災時関東大震災時 阪神大震災前阪神大震災前 阪神大震災後阪神大震災後

地 震 計 設 置 の 変 遷地 震 計 設 置 の 変 遷
● 地 震 計 設 置 箇 所● 地 震 計 設 置 箇 所

© DuMA Inc. 2021

1923(大正12)年 1995(平成7)年
2000(平成12)年〜

✓ Hi-net整備後

1995年の阪神大震災以降，
Hi-netと呼ばれる高感度微
小地震観測網を展開した
これにより，世界最高水準
の地震観測が可能となった

この観測網により，地震活
動の小さなゆらぎも精密に
観測できるようになった

世界最高水準の地震観測網世界最高水準の地震観測網



ＤｕＭＡの設立ＤｕＭＡの設立

• 東海大学発のベンチャー
• Down Under Meteorological Agency
• 地下天気図ⓒ情報の発信
• 地震防災啓発活動の推進 等

個人から会費（月額 220円）を頂戴し
地下天気図情報等を定期的に配信
（法人は月1万円、年間では１０万円）

• 利益はすべて地震予知研究を実施している大学に還元
（北大、千葉大、静岡県立大、東海大、中部大等）

• 直前予知のための観測機器開発や先行現象の統合シ
ステム開発に充当



地下天気図®とは地下天気図®とは

• 地震活動を天気図の低気圧，高気圧になぞ らえて視
覚的に表現したもの

•天気概況に相当

• 低気圧とは相対的に地震活動が低下（静穏化）してい
る事（図上では青色で示される）

• 高気圧とは相対的に地震活動が活発化して いる事
（図上では赤色で示される）

• 将来の地震は青色の領域の中心より端の部分で発生
する事が多い

• 一般に青色の部分が消えた後（静穏化が終了した
後）に地震が発生する可能性が高い

地下天気図はRTM法という
アルゴリズムを使用

地下天気図はRTM法という
アルゴリズムを使用

•RTM法とは、東海大学が開発した新しい
地震活動評価のためのアルゴリズム

•Rは距離（region） 、Tは時間(time) 、Mは
地震の大きさ(magnitude)を表す

•RTMの値はR, T, Mの積として定義される

•解析対象地点の近傍で最近大きな地震
が発生するとRTMの値が大きくなる



大阪北部地震とは
(2018年6月18日， M6.1)

大阪北部地震とは
(2018年6月18日， M6.1)

• マグニチュード自体はそれほど大きくなかった

• ブロック塀の倒壊により、通学中の小学生が死亡

• 西日本では、南海トラフのマグニチュード８クラス
の地震の数十年前から内陸地震活動が活発化

• 関西地方で明瞭な地震活動静穏化が見られた

• 実は紀伊水道で静穏化と同期する“ゆっくり地震”
が発生していた

ー＞南海トラフの巨大地震が発生した後には、南
海トラフ巨大地震の先行現象の一つであったという
事になるはず

大阪地震前の
アニメーション



大阪北部地震発生当日大阪北部地震発生当日

関東大震災から100年関東大震災から100年

• １９２３年９月日 M7.9
• 火災による多くの死者

• 火災旋風がその原因と言われている

ー＞ 本講演で最新の知見を紹介

ー＞ 南関東ガス田の存在



実は関東大震災では神奈川県には大きな津波も襲来実は関東大震災では神奈川県には大きな津波も襲来



関東地方に潜む危機
ー南関東ガス田ー

関東地方に潜む危機
ー南関東ガス田ー

『選択』 2023年3月号『選択』 2023年3月号



関東地方の地下には「南関東ガス田」というメタン貯留槽が広く分布

2007年には渋谷の温泉施設で爆発事故、３名が死亡
2005年にも九十九里いわし博物館で爆発事故、２名が死傷

首都圏では地下水組み上げ規制により、地下水のみならずメタンも大量に蓄積されている！

⼤正関東地震と安政江⼾地震の
火災発⽣の類似点

⼤正関東地震と安政江⼾地震の
火災発⽣の類似点



今首都圏で大地震が発生すると、、、今首都圏で大地震が発生すると、、、

• 現在、東京都は地盤沈下を防止するため、1972年末から天然ガス採取を
全面停止し、1988年からは東京都の平野部全体で揚水を規制

• 東京駅の地下駅部分や、上野駅の新幹線駅などは、地下水位が上昇し駅
駅本体が浮き上がるという問題が生じている

• いまや東京駅総武線地下ホームでは、水位は天井の上にまで到達
• 換言すれば、東京駅の地下ホームで水死する可能性すら存在する
• このことは地下水位の上昇だけでなく、南関東ガス田由来の天然ガスもか
つてないほど蓄積されて圧力が上昇している事を意味する

• 首都圏はメタンガス対策・地下水位低下対策の立案・実施が急務
• 現状はこのリスクを完全に見過ごしている
• この情報を知った東京消防庁⻑官も務めた元総務省⼤物官僚は、「対応
を取らないといけないが、今の日本にはそのような経済的な余裕は無い。
（この事実は）官僚が知りたくないものだ」と語った

• 無策のまま関東⼤震災と同じレベルの地震が今の東京を襲えば、阿鼻叫
喚の火焔地獄が当時をはるかに上回る規模となる可能性も否定できない状
況

シン・ゴジラシン・ゴジラ

•最高の防災映画

•冒頭の２０分は３．１１の時の官邸の様子

•中盤の東京大脱出は１００年前の関東大震災
後の大疎開

•終盤のゴジラへの血液凝固剤注入はもちろん
福島原発事故

ー＞自治体・防災関係者は必見！



『巨大地震列島』
長尾年恭（ビジネス社）

ご静聴ありがとう
ございました

ご静聴ありがとう
ございました


